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１．はじめに～みえグリーンイノベーション構想について～ 

  「みえグリーンイノベーション構想」は、「みえ県民力ビジョン」及び「三

重県新エネルギービジョン」の新エネルギー関連産業等育成プロジェクトを

具現化するため、三重県の地域特性、産業特性を踏まえて、今後の成長産業

として期待されている環境・エネルギー関連産業の育成・集積を図ることを

ねらいとした構想です。 

この「みえグリーンイノベーション構想」では、産学官連携の交流・連携

の場を設け、プロジェクト化に向けたネットワークづくりを行います。この

ネットワークの中で、三重県の地域特性・産業特性を生かし、県域を越えた

広域連携をも視野に入れたオープンイノベーションを推進・加速させ、研究

開発の促進・販路拡大・市場拡大につなげることにより、関連産業の育成と

集積を図るとともに、多様な産業の育成に取り組んでいきます。 

併せて、三重県の地域資源を生かしつつ、さまざまな主体の参画によって

太陽光発電、風力発電、中小規模水力発電、木質バイオマス
※
熱利用等の新エ

ネルギーの導入や、省エネルギーを推進することにより、地域における安全

で安心なエネルギーの創出につなげます。また、将来実用化が期待されてい

る次世代のエネルギー資源に関連する地域活性化の取組方策を検討します。 

 

 ２．みえグリーンイノベーション構想の背景について 

 世界的な資源の枯渇、地球温暖化問題、さらには東日本大震災を契機にし

た電力需給の逼迫などを踏まえて、環境・エネルギー関連産業への需要は高

まり、国内外において、今後の成長産業として期待されています。 

 

                                                   
※木質バイオマスには、主に、樹木の伐採や造材のときに発生した枝、葉などの林地残材、製材工場などか

ら発生する樹皮やおがくずなどのほか、住宅の解体材や街路樹の剪定枝などの種類があります。 

（世界市場動向） 

新たなエネルギー産業の世界市場は、平成 22 年から平成 32 年（約 86 兆

円）にかけて約 2.8 倍の拡大が見込まれています。 

 ＜出典：経済産業省 産業構造審議会 新産業構造部会「経済社会ビジョン」（2012 年 6 月）＞ 

環境産業の世界市場は、平成 18 年時点では、1.37 兆ドル（約 105 兆円）

から、平成 32 年時点では、2.74 兆ドル（約 210 兆円）へと倍増することが

見込まれています。 

＜出典：環境省 「平成 22 年版 環境・循環型社会・生物多様性白書」＞ 
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こうした背景を踏まえ、本県では、平成 24 年 4 月に策定した「みえ県民

力ビジョン（県政長期計画）」において、成長が期待される環境・エネルギ

ー関連産業の自律的な集積に向けた取組を進めることとしております。 

また、平成 24 年 3 月に改定した「三重県新エネルギービジョン」におい

ても、５つの戦略プロジェクトのうち、新エネルギー関連産業等育成プロ

ジェクトの中で、エネルギー施策と連動させ、成長分野と期待される環境・

エネルギー関連産業のさらなる集積を目指すクリーンエネルギーバレー構

想を推進すると位置づけています。 

さらに、平成 24 年 7 月に策定した「みえ産業振興戦略」において、「ク

リーンエネルギーバレー構想の策定・推進」を掲げ、成長産業（社会的問

題解決型成長産業）への攻めの取組の一つとして進めることとしています。 

 

 

３．本県における環境・エネルギー関連産業の集積状況について 

（１）本県の地理的特性について 

三重県は日本列島のほぼ中央、太平洋側に位置し、東西約80km、南北約

170kmの南北に細長い形状をなし、さまざまな地域資源や地理的条件などの

地域特性を有しています。 

  気候は比較的温暖で、平成20年度の日照時間は年間2,099時間と全国第11

位（都道府県庁所在市のデータ）であり、太陽光発電や太陽熱利用機器の

導入にとって比較的日照条件がよいといえます。 

  風力発電の事業可能性の目安となる年平均風速5.5m/s以上の面積は

1,873km2となっており、県土の概ね１／３の地域で風況がよいと見込まれ

ます。 

  森林面積は37万haで県土の２／３を占めており、未利用となっている間

伐材などの森林資源が多く存在すると推定されています。 

  海岸線延長が1,078kmと長いことや、熊野灘沖には次世代のエネルギー資

源として注目されているメタンハイドレート
※
が埋蔵することから、海洋資

源のポテンシャルは高いと見込まれます。 

 

 

                                                   
※メタンハイドレートは、永久凍土層や深海下の地層等、低温高圧の条件の下で存在するメタンガスと水が

結晶化した固体の物質で、分解してガス化することで、次世代のエネルギー資源として注目されています。 

特に日本近海は、静岡県から和歌山県の沖合海域の東部南海トラフ（愛知県の渥美半島から三重県の志摩

半島の沖合等を含む）を中心に相当量埋蔵すると推定されています。 
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（２）本県における環境・エネルギー関連産業の集積状況及び集積可能性につ

いて 

三重県北部の四日市臨海部工業地帯には、三菱化学、東ソー、コスモ石

油、昭和四日市石油、ＫＨネオケム等の石油化学工業が集積し、内陸部等

その近接地域に、シャープ、東芝、富士通、富士電機などが立地するなど、

川上の素材産業群から川下の加工組立産業群まで地理的に近接した位置に

集積しています。加えて、四日市臨海部工業地帯から１時間圏内にトヨタ

自動車、本田技研工業、東芝など国際競争力を持つ多国籍企業が立地し、

技術革新と生産性の向上を促進しやすい有利な産業集積地となっています。 

さらに、産学官連携による研究開発の促進・中小企業の課題解決支援・

人材育成を総合的に行なうＡＭＩＣ（高度部材イノベーションセンター）、

スマートキャンパスとして大学全体で省エネの取組を推進し、多くの研究

者・技術者を輩出している三重大学等の研究開発機関が集積しており、的

確かつ効果的な施策を実施することにより、環境・エネルギー関連産業の

一層の集積が図れるものと考えられます。 

 

ア 高度部材産業の集積について 

我が国の産業の国際的優位性を支えているのは、自動車や情報通信機

器等の産業に、高品質で高機能な部材を提供する高度部材産業の存在で

あり、近年では、世界中の先端製品に日本の高度部材が組み込まれてい

る“ジャパンインサイド”の形態が顕在化するなど、高度部材の産業集

積は、経済発展を支える産業基盤となっています。化学関連では、本社

は県外でも四日市に生産拠点と併せて開発研究所、テクニカルセンター

等を置く企業が多く、研究開発が県内で行われているものと推察されま

す。他業種では三重県本社の企業以外では、研究所や研究開発に関わる

部門の県内立地が少ないことを考えると、化学関連の研究開発部門の集

積は三重県産業にとって重視すべき強みといえます。 

これらの化学関連の企業には、我が国並びに世界のトップ企業が含ま

れ、環境・エネルギー分野に関連する事業についてみると、リチウムイ

オン電池
※
の電解液、正極材、負極材、燃料電池

※
の材料等で高いシェア

を有しています。また、次世代の太陽電池開発に取り組む企業の事業所

も立地しています。 

                                                   
※リチウムイオン電池とは、電解質中のリチウムイオンが電気伝導（電流が流れる現象）を担う二次電池 
※燃料電池とは、水素と酸素が結合し化学反応によって電力を発生させる装置のことです。この化学反応に

よって発生する物質は水だけであり、大気汚染や騒音などの環境負荷が比較的少なく、発電効率が高いと

いう特徴があります。また、水素と酸素が反応するときに発生する熱も給湯などに利用できます。 





  5

 

ウ 環境・エネルギー関連の集積について 

     ①燃料電池 

ＮＥＤＯ
※
プロジェクト（平成18年度以降）により、燃料電池の

セル劣化メカニズムの解析（パナソニック、三重大学、大同大学、

立命館大学他）や、白金（プラチナ）代替触媒の開発（太陽化学、

横浜国立大学、日産自動車、凸版印刷、ＮＥＣ、東京大学、パナ

ソニック、日本石油他）のほか、経済産業省の低炭素プロジェク

トにおいて、次世代燃料電池システム開発（ＢＡＳＦジャパン、

シンフォニアテクノロジー、東京Ｒ＆Ｄ、三菱化学）や高性能電

極開発（ミヤオカンパニーリミテド、三菱化学、三重大学）に取

り組んできたことから、「燃料電池の発電評価試験方法に関するノ

ウハウ」「燃料電池の各部材の最適な組み合わせに関するノウハ

ウ」に加えて、「燃料電池･水素関連技術に関する広域な人的ネッ

トワーク」などが強みとして蓄積されています。 

      また、県内には、パナソニック（樹脂セパレータ）、安永エア

ポンプ（空気ポンプ）、日本マイクロサーム（断熱材）、ＢＡＳＦ

ジャパン（次世代燃料電池）、佐藤ライト工業（ＤＭＦＣ：メタノ

ール直接型燃料電池)、第一工業製薬（ＳＯＦＣ：固体酸化物形燃

料電池）、太陽化学（触媒）などの関連企業があります。 

 

                                                   
※ＮＥＤＯ（独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構）は、研究開発のリスクが高く、短

期的には収益が見込めないなどの理由で民間企業のみでは実施することができない研究開発で、国

の産業技術政策やエネルギー政策に基づき選定された研究開発事業を実施する独立行政法人です。

さらに、研究開発した新エネルギー、省エネルギー技術の導入、普及を促進する事業を実施するほ

か、これらの技術の国際支援、国際協力事業も実施しています。 

 

燃料電池を活用したシステム化事例 

【燃料電池搭載カートの開発支援】 

（津市・三重県工業研究所） 

 

燃料電池研究センターの評価設備 

（四日市市 ・三重県工業研究所窯業研究室） 
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②太陽電池 

ＪＳＴ（科学技術振興機構）育成研究プロジェクト（平成 19 年

度以降）により、低コスト発光材料の開発（ノリタケ伊勢電子、共

立マテリアル、名古屋工業大学）や、青色波長を緑色・赤色へ変換

可能な波長変換技術の開発に取り組んできました。こうした取組に

より、太陽電池に係る特性評価及び材料合成技術に関する広域なネ

ットワークを有しています。 

また、県内には、三菱化学（薄膜シリコン太陽電池
※
等）、京セラ

（多結晶シリコン太陽電池）、コスモ電子株式会社（太陽電池用バ

ックシート）、倉元製作所（透明電極
※
）などの関連企業があります。 

 

③風力発電 

現在、青山高原周辺では、５１基、７万２千 kW（一般家庭の約

５万世帯分）の風力発電が稼動しています。 

施設名 事業者 出力 備考 

ウインドパーク久居榊原 

青山高原ウィンドファーム 

ウインドパーク美里 

ウインドパーク笠取 

㈱シーテック 

㈱青山高原ウィンドファーム 

㈱シーテック 

㈱シーテック 

3,000kW 

15,000kW 

16,000kW 

38,000kW 

750kW×  4 基 

750kW×20 基 

2,000kW×  8 基 

2,000kW×19 基 

 

今後の風力発電の計画では、青山高原ウィンドファームにおい

て、４０基、８万 kW の増設計画があり、実現すれば１サイトで一

事業者が設置するものとして国内最大規模【６０基、９万５千 kW

（一般家庭の約６万６千世帯）】となる見込みです。 

また、県内には、シンフォニアテクノロジー（垂直軸型小型風

力発電、小型風力発電等を活用した小型スマートグリッド
※
システ

ム）、ＮＴＮ（風力発電軸受製作）、森精機製作所（風力発電軸受ベ

アリング）などの関連企業があります。 

                                                   
※薄膜シリコン太陽電池とは、厚みが 1μm 程度、もしくはそれ以下の極薄のシリコン膜を用いる太陽電池

のこと 
※透明電極とは、ガラスのように透明でありながら、金属のように電気を通すもの 
※スマートグリッド（次世代送電網）とは、情報通信技術（ＩＣＴ）を用いて、電力の流れを最適制御する

ことで省エネルギーを実現する送電網のこと 
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【風力発電：青山高原】 （写真提供：(株)青山高原ウィンドファーム） 

 

       ④リチウム電池 

リチウム電池については、文部科学省の都市エリア産学官連携

促進事業により、固体ポリマー電解質を用いた安全で、積層より

容易に高電圧が得られる新世代全固体ポリマーリチウム二次電池

の開発に取り組んできました。（三重大学、凸版印刷、新神戸電機、

クレハエラストマー、キンセイマテック、明成化学工業他） 

 
三重大学においては、産学官で相互の連携を深めながら、次世

代型電池の開発研究を効率的に進めるために「三重大学次世代型

電池開発センター」が設立され、電池研究開発の拠点として、材

料合成や電池の設計・試作などが行われています。 

また、実用化・市場化をめざし、三重大学や県内外企業等が連

携し、文部科学省「地域イノベーション戦略支援プログラム」、Ｊ

ＳＴ（科学技術振興機構）「研究成果最適展開支援プログラム」に

より、研究開発が進められています。（三重大学、凸版印刷、明成

【フレキシブルシートリチウム電池】 【バイポーラ積層型リチウム電池】 
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化学工業、キンセイマテック、リコー他） 

さらに、県内には、三菱化学（正極、負極、電解質材料の製造）、

SEI（電極材料）、新神戸電機（産業用蓄電池）、明成化学工業（二

次電池用イオン伝導ポリマー）、キンセイマテック（電極材料）な

どの関連企業があります。 

特に、三菱化学においては、正極･負極･電解質のすべての技術

を有しており、県内にその開発拠点が存在することから、今後の

二次電池開発における大きな強みになることが期待されます。 

 

 

出典：平成 24 年度地域イノベーション戦略支援プログラム（取組事例集） 

（文部科学省） 

 

    ⑤スマートグリッド（スマートキャンパス） 

三重大学では、全国の大学に先駆けて「再生可能エネルギー
※
を活

用したスマートキャンパス実証事業」に取り組んでおり、地域の再

生可能エネルギー（太陽光・風力）を活用しながら、学内から排出

される二酸化炭素を削減するともに、災害時や緊急時(電力やガス供

給など全てのライフラインが遮断時)には、再生可能エネルギーと蓄

電池で、安定的に電力を供給するシステム構築を目指しています。 

                                                   
※太陽光・風力・地熱・バイオマスなどによる発電や太陽熱などの、使い続けても枯渇しない自然由

来のエネルギー源のことです。これらのエネルギーは、二酸化炭素排出量がゼロか、極めて少ない

という特徴があります。大規模の水力、大気中の熱など自然界に存在する熱、潮力・波力・海洋温

度差等の海洋エネルギーも再生可能エネルギーに含まれます。 
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「三重県燃料電池実証試験」に参加した企業（平成 19 年度に終了） 

 

 

（３）本県における環境・エネルギー関連産業の集積に向けた課題について 

  今後の成長分野である環境・エネルギー関連分野で、県内企業・大学など

が蓄積してきた技術や、集積する産業の強みを生かし、さらなる産業集積を

促進するためには、ネットワークづくりから研究開発、事業化促進、販路・

市場拡大、ひとづくり、設備投資及び立地等さまざまな課題が存在します。  

【課題】 

  ①今後、新事業展開や市場開拓に意欲的な中小企業が、成長産業であるクリ

ーンエネルギー分野へ参画することを応援するためのモデル的なプロジェ

クトづくりが必要です。 

  ②「環境・エネルギー関連分野」は、地域の安全安心なまちづくりや観光等

の地域振興と連携できるテーマであることから、地域課題の解決につなが

るものを検討していくことが重要です。 

  ③「環境・エネルギー関連分野」では、従来からの規制が新規事業展開の制

約となっていることも多いため、官民が一体となって検討する仕掛けづく

りが必要です。 
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４．みえグリーンイノベーション構想について 

（１）目指すべき姿について 

   企業を主体としたネットワークの構築、さまざまな連携の場や仕組みづ 

くりに取り組み、県内企業が自ら保有している既存技術を生かしたり、改 

良・開発することを後押しすることにより、環境・エネルギー関連分野の 

新たな事業展開を促進し、関連産業の育成・集積につなげていきます。 

   具体的には、県内企業・大学などが蓄積してきた技術や集積する産業の

強みを生かし、災害に強い社会や健康長寿社会に重点を置いた環境・エネ

ルギー・防災・健康医療と経済が両立する社会システムの転換やライフス

タイルの転換をめざし、モデルプロジェクトづくりを進めていきます。 

   また、新たな企業立地促進制度により、環境・エネルギー関連産業の誘

致を推進していくことに加え、県内企業の環境・エネルギー関連分野への

参入を促進するため、情報提供や新たな事業展開、取り組むべき技術課題

を見出すための研究会を設置するなど、新技術・新製品の開発を目指した

ネットワークづくりを促進します。 

   さらに、高度部材・素材を強みとする四日市コンビナートなどの特性を

踏まえ、「バイオリファイナリー
※
」などに着目した取組を研究し、パラダ

イム転換につながるプロジェクトの構築を目指します。 

 

（２）具体的な目標について 

   本構想により「みえ県民力ビジョン・行動計画」の目標（平成 27 年度）

に向けて、同計画及び「三重県新エネルギービジョン」等に掲げた「クリ

ーンエネルギーバレー構想」の推進を図ります。 

   なお、本構想の推進にあたっては、みえスマートライフ推進協議会グリ

ーンイノベーション推進部会において、ＰＤＣＡ（計画・実行・評価・改

善）のサイクルに基づき、目標達成に向け的確な進行管理を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
※石油化学に代わり、植物由来の資源からバイオ燃料やプラスチックなどの化学製品を生み出す技術や生産

設備のこと 
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①みえ県民力ビジョンの施策３２１ 

（三重の強みを生かした事業環境の整備と企業誘致の推進） 

 

 

②みえ県民力ビジョン選択・集中プログラム（新しい豊かさ協創
※
プロジェク

ト）「スマートライフ推進協創プロジェクト」 

 

 

 

 

                                                   
※協創とは、県民、事業者、行政などそれぞれが「公」を担う主体として自立し、行動することで、協働に

よる成果を生み出し、新しいものを創造していくことです。 
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（２）ネットワークづくり 

知恵やノウハウを結集する産学官の交流・連携の場を設け、プロジェクト

化に向けたネットワークづくりを行います。このネットワークの中で、三重

県の地域特性・産業特性を生かし、県域を越えた広域連携をも視野に入れた

オープンイノベーション※を推進しつつ、それぞれの有機的な連携が強化され

るシナプス効果※を加速させていきます。このような取組を通して、キーパー

ソンが集う交流・連携（ヒューマン・マッチング）の場による新しいビジネ

スの創出や、若手の参加による人材育成など、人材・技術を次世代に橋渡し

しつつ、さらに多くのキーパーソンを巻き込み拡大していくネットワークづ

くりにつなげていきます。 

・県内企業の技術及びニーズの掘り起こす「エネルギー関連技術研究会」、

地域特性を生かしたみえ発の課題解決型ビジネスモデルを目指す「地域

プロジェクト検討会（桑名市・鳥羽市・熊野市）」、産業特性を生かして、

石油化学コンビナートの人材と技術力を中心に新たな産業創生を目指す

「バイオリファイナリー研究会（仮称）」などの設置運営を通じた新たな

ビジネス創出を目指すネットワークづくりを行います。 

・地域資源や産業特性などの互いの強みを生かした広域的な連携（ローカ

ル･トウ･ローカル）による新たな産業創生を図る 「三重県・北海道産業

連携推進会議」及び「地域ラウンド」の設置運営を通じた広域的な交流・

連携を目指すネットワークづくりを行います。 

・未利用特許や開発が途上の技術を有する大企業と新しいビジネスにチャ

レンジしたい中小企業や起業を目指す若者などとの新たな連携を促進し、

新たなビジネス創出につながる人材育成を目指すネットワークづくりを

行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
※オープンイノベーションとは、企業内部と外部のアイデアを有機的に結合させ、価値を創造すること 
※シナプス効果とは、情報伝達が頻繁に行われるほど関係性が深くなり連携が促進される効果のこと 
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（３）ひとづくり 

「ものづくり」は、「ひとづくり」に強く深くつながるものであるため、行

政が産業界と教育機関のハブとなって、産業界への人材供給を行うとともに、

ベンチャー企業等への創業支援を含めた環境・エネルギー関連分野の人材育

成を推進します。  

・ベンチャー企業を創出するための大企業ＯＢ、海外、大学等からの人材

誘致（マネジメントスキルを有する司令塔など）を推進します。 

・地域資源の活用や地域課題に対応した新事業を行う創業者等を対象とし

た創業支援を推進します。 

・大企業と中小企業との人材交流による人材育成のしかけづくりを検討し

ます。 

・大学、三重県工業研究所、ＡＭＩＣ（高度部材イノベーションセンター）

などとの共同研究による人材育成を推進します。 

・企業と大学の研究開発拠点との連携による人材発掘と育成を検討します。

＜新エネルギー導入促進事業のうち、スマートライフ協議会関係＞ 

「みえスマートライフ推進協議会」を核に、グリーンイノベーション推進

部会等を運営し、新たなビジネスモデルや社会モデルを発掘していくための

アイデアや知恵を集結させ、地域フィールドでプロジェクト化を図っていき

ます。 

 

＜高度部材に係る研究開発促進事業＞ 

 高度部材イノベーションセンターを活用し、川上産業と川下産業の連携、

大企業と中小企業の連携、多様な人材・研究機関の交流を進め、産学官によ

る研究開発プロジェクトのコーディネートや企業の研究開発支援を行うとと

もに、産業技術人材の育成などにつなげていきます。 

 

＜バイオリファイナリー推進事業＞ 

環境、エネルギー、食糧問題などの社会的問題を根底から解決（パラダイ

ム転換）するため、高度部材・素材を強みとする四日市コンビナート企業な

どを中心とする「バイオリファイナリー研究会(仮称)」を設立し、みえ発の

研究開発プロジェクト化を目指します。具体的には、研究テーマの掘り起こ

しなどを行う調査事業や県内外のプレーヤーを呼び込むためのセミナーなど

バイオリファイナリーに着目した取組を行います。 
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（例：E-Learning遠隔講義や企業との連携によるインターンシップ） 

・環境・エネルギー技術の活用によるまちづくり・地域づくりに対して、

個人や団体による地域・社会を良くしていきたいという思いのこもった

資金（志金）を県内事業者につなげていく仕組みを検討します。 

 

 

（４）研究開発の促進 

環境・エネルギー関連産業の育成・集積を牽引するため、三重県の地域特

性・産業特性を踏まえたモデル的な研究開発のプロジェクト化に取り組みま

す。 

プロジェクト化にあたっては、オープンイノベーションを実現する産学官

のネットワークを通じて、キーパーソンのマッチングやキーパーソンを媒介

とする新たな連携によって、研究開発プロジェクトを産み出していくことを

目指します。 

＜再掲：クリーンエネルギー研究推進事業＞ 

 中小企業がいち早く環境・エネルギー関連分野へ進出できるよう、三重県

工業研究所が中心となって、「エネルギー関連技術研究会」を通じて、ネット

ワークの構築・充実を図るとともに、燃料電池等に係る企業との共同研究を

行うことにより、実用化に向けた支援に取り組みます。 

 

＜技術課題解決支援事業のうち、課題解決型共同研究推進事業＞ 

 県内中小企業が抱える課題を解決するため、新たな商品開発の支援や技術

支援など、企業のニーズに応じた段階的な共同研究を実施します。 

 

＜再掲：新エネルギー導入促進事業のうち、スマートライフ協議会関係＞ 

 「みえスマートライフ推進協議会」を核に、クリーンエネルギーバレー推

進部会等を運営し、新たなビジネスモデルや社会モデルを発掘していくため

のアイデアや知恵を集結させ、地域フィールドでプロジェクト化を図ってい

きます。 

    

＜再掲：高度部材に係る研究開発促進事業＞ 

 高度部材イノベーションセンターを活用し、川上産業と川下産業の連携、

大企業と中小企業の連携、多様な人材・研究機関の交流を進め、産学官によ

る研究開発プロジェクトのコーディネートや企業の研究開発支援を行うとと

もに、産業技術人材の育成などにつなげていきます。 
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（５）販路拡大・市場拡大 

 市場や顧客が求める商品・サービスを開発していく取組（マーケティング）

を強化するとともに、販路拡大・市場拡大の機会創出を支援します。 

・出前商談会等を実施することにより、県内企業の販路拡大のマッチング

機会を創出し、新たな取引先の開拓を支援するとともに、川下企業との

意見交換等により川下企業のニーズ把握や、ネットワークの構築・強化

を図ります。 

・メイド・イン・三重の技術や商品などをもつ中小企業を顕彰し（例えば、

世界に誇れる県内ものづくり中小企業の発掘・顕彰など）、三重の産業ス

テイタスの「見える化」を図ります。 

・企業間の商談創出を重視した産業展の開催により、出展企業の販路拡大

や、県内外の企業間における新たな関係構築の機会を創出します。 

・北海道十勝地方をフィールドに三重県と十勝の連携を目的とした“地域

ラウンド”では、地域資源を活用した農商工連携や食・観光などを通じ

たアジア圏における新たな販路開拓等の連携プロジェクトの検討などロ

ーカル・トウ・ローカルの取組を推進します。 

・企業、三重県工業研究所とＡＭＩＣ（高度部材イノベーションセンター）

＜（再掲）高度部材に係る研究開発促進事業＞ 

 高度部材イノベーションセンターを活用し、川上産業と川下産業の連携、

大企業と中小企業の連携、多様な人材・研究機関の交流を進め、産学官によ

る研究開発プロジェクトのコーディネートや企業の研究開発支援を行うとと

もに、産業技術人材の育成などにつなげていきます。 

 

＜メイド・イン・三重ものづくり推進事業＞ 

 世界に通用する基盤の開発、新市場開拓につながる改良開発型の技術開発

を推進するため、課題の抽出、研究・技術開発などを一貫して支援します。 

（重点的に支援するテーマ：環境・エネルギー関連産業、医療・健康関連産

業、ものづくり技術基盤） 

 

＜クリーンエネルギー研究推進事業＞ 

 中小企業がいち早く環境・エネルギー関連分野へ進出できるよう、工業研

究所が中心となって、「エネルギー関連技術研究会」を通じて、ネットワーク

の構築・充実を図るとともに、企業との共同研究を行うことにより、実用化

に向けた支援に取り組みます。    
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＜ものづくり販路開拓支援事業＞ 

 川下企業との出前商談会や大規模展示会への出展等により、県内ものづく

り中小企業の販路拡大の機会を創出するとともに、川下企業のニーズ把握や、

ネットワークの構築・強化を図ります。 

 

＜産業フェア開催事業＞ 

三重県内で事業展開する企業等の製品や技術を一堂に展示し、企業間の商

談創出を重視した産業展を開催します。 

 

＜国際展開推進支援調査事業＞ 

研修等を通じてこれまで培ってきた途上国をはじめとするＩＣＥＴＴの幅

広いネットワークを活用し、環境ビジネスのターゲットとなる国・地域の現

地ニーズ及び環境関連企業・大学等のシーズを調査し、国際環境ビジネス展

開支援の方向性を検討します。 

 

＜海外展開モデル構築緊急雇用創出事業＞ 

国際環境ビジネスの海外展開においてモデル事例となる取組を構築しま

す。 
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（６）事業化促進 

環境・エネルギー関連産業の集積を図るため、事業化において障壁となっ

ている規制等がある場合は、積極的に総合特区の活用（実証試験）に取り組

むとともに、規制・制度改革について、国に提言するなど事業化促進に取り

組みます。 

 

出典：総合特別区域推進本部（首相官邸ＨＰ） 
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（７）設備投資及び立地の促進 

環境・エネルギー関連産業（研究開発施設・製造施設）や、地域経済への

波及効果が見込める関連するサービス産業などの県内への立地を支援します。 

 

 

 

 

 

 

 

＜新たな企業立地促進制度の概要＞ 

 戦略的な企業誘致を推進し、さらなる県内投資促進への挑戦を行います。 

 ①マイレージ制度を創設 

県内企業の成長や高付加価値化に向け、今まで対象とならなかった小

規模の投資を積み重ね、要件を達成した場合、補助の対象とみなす仕組

み（マイレージ制度）を創設します。 

また、障がい者雇用を進める企業について優遇措置を講じます。 

②成長産業、外資系企業、研究施設などの企業を誘致 

  新たな成長分野であるクリーンエネルギーやライフイノベーション分

野等の企業、三重の強みである高度部材産業の誘致やアジアの生産拠点

に向けた外資系企業の誘致、研究施設の誘致に取り組みます。 

③マザー工場化につながる設備投資や研究者などの「人材の誘致」を実施 

付加価値の高いマザー工場化を進める投資の促進や、研究者や技術者

などの「人材の誘致」に取り組みます。 

④地域経済への波及効果の高い「サービス産業」の誘致を新たに実施 

  三重の知名度アップや県外からの集客効果を持つなど、地域経済への    

波及効果が高く、雇用拡大の受け皿となるサービス産業の誘致を、新た

に展開します。 
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クリーンエネルギーバレー構想策定委員会設置要領 

 

（名称） 

第１条 この委員会は、クリーンエネルギーバレー構想策定委員会（以下「委員

会」という。）と称する。 

 

（目的） 

第２条 委員会は、三重県の強みを生かして、環境・エネルギー関連産

業の集積及び育成を図る「クリーンエネルギーバレー構想（仮称）」を策定す

ることを目的とする。 

 

（所掌事項） 

第３条 委員会は、次の各号に掲げる事項を所掌する。 

（１）「クリーンエネルギーバレー構想（仮称）」の策定に関すること 

（２）その他 

 

（組織）  

第４条 委員会は、別表に掲げる者（以下「委員」という。）をもって構成する。 

２ 委員の任期は、委嘱の日から平成２５年３月３１日までとする。 

３ 委員会に委員長をおき、委員長は委員の互選によるものとする。 

４ 委員長は会務を統括し、委員会を代表する。 

 

（委員会の開催） 

第５条 委員会は、委員長が必要と認めるときに招集し、開催する。 

２ 委員会の議長は、委員長とする。 

３ 委員長に事故があるときは、あらかじめ委員長の指名する者がその職務を

代行する。 

４ 委員会は、必要に応じて専門的な知見を有するオブザーバーの意見を聞く

ことができる。 

 

（事務局） 

第６条 委員会の事務局は、三重県雇用経済部エネルギー政策課におく。 

 

（その他） 

第７条 この要領に定めるものの他、委員会の運営に関して必要な事項は、別に

定める。 

 

附 則 

この要領は、平成２４年１２月２１日から施行する。 

注）本構想の名称については、委員会の議論により、「みえグリーンイノベーション構想」となりました。 
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クリーンエネルギーバレー構想策定委員会委員名簿 

 

太田 健一郎 横浜国立大学グリーン水素研究センター 特任教授  

 

小西 千晶  株式会社東芝 スマートコミュニティ事業統括部  

スマートコミュニティ技術部 参事  

 

◎佐々木 宜彦 東北大学 非常勤講師 

 

辻 保彦  辻製油(株) 代表取締役社長  

 

並河 良一  中京大学 総合政策学部 教授 

 

坂内 正明  三重大学 教授 スマートキャンパス部門長  

 

平尾 一之  京都大学大学院 工学研究科 教授  

 

諸住 哲  ＮＥＤＯ技術開発機構 スマートコミュニティー部 

主任研究員  

 

八島 英彦  三菱化学（株） 執行役員 開発研究所長  

 

                               合計９名 

（五十音順・敬称略 ※◎委員長） 
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